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都 住 管 第 ３ ２ ６ 号 

平成２４年５月２９日 

 

京都市住宅審議会 

    会  長  様 

 

京 都 市 長  門  川  大  作 

（担当 都市計画局住宅室住宅管理課） 

 

京都市住宅審議会への諮問について 

 

 下記の事項につきまして貴審議会の御意見を承りたく諮問いたしますので，よろしく御

審議頂きますようお願い申し上げます。なお，諮問１については，取り急ぎ，８月初旬ま

でに答申をいただきたくよろしくお願い致します。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

  諮問１ 「市営住宅の入居収入基準，整備基準及び単身入居の対象について」 

  諮問２ 「市営住宅家賃に係る利便性係数について」 

 

２ 諮問の趣旨 

 （諮問１） 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律」（平成２３年法律第３７号）の施行により，公営住宅法の一部が改正されま

した（平成２４年４月１日施行）。この改正により，これまで国が定めてきた入居者資格

としての収入基準及び公営住宅の整備基準について，自治体が条例で定めることとなり

ました。また，公営住宅法に規定されていた同居親族要件が削除されたことに伴い，条

例改正（平成２４年４月１日）を行い，従前の取扱いを条例に規定したところですが，

改めて，同居親族要件の例外として単身で入居できる対象を検討する必要があると考え

ております。 

本市においてこれらの基準及び対象を定めるに当たり，本市の状況を踏まえた基準設

定の考え方や特に配慮すべき事項等について，貴審議会の御意見を承りたく諮問するも

のです。 

 （諮問２） 

本市では，平成２３年２月に市営住宅ストック総合活用計画を策定し，市営住宅を長

く有効に活用するため，耐震改修のほかエレベーターや浴室の設置等の改善事業を進め，

市営住宅の住宅セーフティネット機能の充実を図っているところです。これらの事業を

円滑に推進するため，平成９年度に設定した浴室設備の設置状況と地価に基づく利便性

係数を，今日的な住宅の設備水準や立地状況を踏まえたものに見直す必要があると考え

ており，貴審議会の御意見を承りたく諮問するものです。 
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不動産鑑定評価基準（抜粋）（国土交通省） 

 

第３章 不動産の価格を形成する要因 

 

第３節 個別的要因 

個別的要因とは、不動産に個別性を生じさせ、その価格を個別的に形成する要因をい

う。個別的要因は、土地、建物等の区分に応じて次のように分けられる。 

Ⅰ 土地に関する個別的要因 

１．宅地 

（１）住宅地 

住宅地の個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

① 地勢、地質、地盤等 

② 日照、通風及び乾湿 

③ 間口、奥行、地積、形状等 

④ 高低、角地その他の接面街路との関係 

⑤ 接面街路の幅員、構造等の状態 

⑥ 接面街路の系統及び連続性 

⑦ 交通施設との距離 

⑧ 商業施設との接近の程度 

⑨ 公共施設、公益的施設等との接近の程度 

⑩ 汚水処理場等の嫌悪施設等との接近の程度 

⑪ 隣接不動産等周囲の状態 

⑫ 上下水道、ガス等の供給・処理施設の有無及びその利用の難易 

⑬ 情報通信基盤の利用の難易 

⑭ 埋蔵文化財及び地下埋設物の有無並びにその状態 

⑮ 土壌汚染の有無及びその状態 

⑯ 公法上及び私法上の規制、制約等 

 

Ⅱ 建物に関する個別的要因 

建物に関する個別的要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

１．建築（新築、増改築又は移転）の年次 

２．面積、高さ、構造、材質等 

３．設計、設備等の機能性 

４．施工の質と量 

５．耐震性、耐火性等建物の性能 

６．維持管理の状態 

７．有害な物質の使用の有無及びその状態 

８．建物とその環境との適合の状態 

９．公法上及び私法上の規制、制約等 
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Ⅲ 建物及びその敷地に関する個別的要因 

前記Ⅰ及びⅡに例示したもののほか、建物及びその敷地に関する個別的要因の主な

ものを例示すれば、敷地内における建物、駐車場、通路、庭等の配置、建物と敷地の

規模の対応関係等建物等と敷地との適応の状態がある。 

さらに、賃貸用不動産に関する個別的要因には、賃貸経営管理の良否があり、その

主なものを例示すれば、次のとおりである。 

１．借主の状況及び賃貸借契約の内容 

２．貸室の稼働状況 

３．修繕計画及び管理計画の良否並びにその実施の状態 

 

 



他都市事例

年度 最高 最低 考え方 算出式 考え方 設定項目 設定方法（係数の設定根拠等） 設定係数

浴室あり・シャワー設備あり － 0.00

　　〃　　・シャワー設備なし － 0.05

浴室なし・設置スペースあり － 0.15

　　〃　　・設置スペースなし － 0.20

0.00

浴室あり・浴室に係る給湯設備あり 0.024

0.059

0.083

0.15

0.00

0.02

浴槽・給湯がありトイレが水
洗の住宅

－ 0.00

浴槽・給湯がなくトイレが水
洗の住宅

－ 0.10

浴槽・給湯がなくトイレが汲
み取りの住宅

－ 0.13

衛生面の不備 非水洗トイレ -0.04

衛生面の不備 浴槽・風呂釜なし -0.04

公営住宅整備基準規定
外

３階以上でエレベーターのない住宅 -0.04

規模係数未加算分 外部物置あり 0.04

家賃未加算分 専用庭あり 0.04

風呂釜・浴槽なし - △０．０１５

給湯器なし - △０．０２０

汲み取りトイレ - △０．０１５

浴室なし - △０．０１５

エレベーターあり - 0.025

Ｄ市
利便性係数　＝
立地面係数＋設備面係数＋都市計
画係数

H25
（予定）

1.0069 0.8
市街化調整区域内にある公営住宅

について係数を減算する
市街地調整区域・・・△０．１０

C市
利便性係数＝立地係数＋補正係数
算出後の数値が0.7未満の場合は
0.7とし，1.0以上の場合は1.0とする。

H25
（予定）

1 0.7

－

浴室あり・浴槽あり

浴室あり

浴室なし

エレベーター設置状況

0.7271
0.7未満となる場
合は、0.7とする

市営住宅敷地における地
価公示価格の最高地点の
固定資産税評価額に対す
る当該市営住宅敷地の固
定資産税評価額の比率

※３年ごとに見直し

立地数値＝
０．１５-（（C-A）/（B-A））×０．３

A：市営住宅の敷地に係る1㎡当たり
の固定資産税評価額のうち最も低額
なもの

B：市営住宅の敷地に係る1㎡当たり
の固定資産税評価額のうち最も高額
なもの

C：当該市営住宅の敷地に係る1㎡
当たりの固定資産税評価額

浴室の設置形態

浴室あり・浴室に係る給湯設備及び浴槽あり

A市
利便性係数＝
１．０－（立地数値+設備数値） H24 1.126

－

エレベーターの設置されていない市営住宅の１階建若しく
は２階建の場合又はエレベーターの設置されている市営
住宅

固定資産税路線価の最高
値を示す市営住宅を１．０
とし、これに対する各市営
住宅に係る固定資産税路
線価の割合を算定。

市営住宅が３階建以上でエレベーターの設置がない

京都市 浴室設備の状況

団地立地補正＝
０．１×（１－Ｌｎ／Ｌｈ）

Ｌｎ：当該住戸の属する団地敷地１㎡
当たりの固定資産税評価額
Ｌｈ：市内住宅地における地価公示
価格の最高地点の１㎡当たりの固定
資産税評価額

市内住宅地における地価
公示価格の最高地点の固
定資産税評価額に対する
当該住戸の属する団地敷
地の固定資産税評価額の
比率

※３年ごとに見直し

0.7未満は市町
村合併によるも
ののみ

0.50000.9616H25
（予定）

利便性係数＝
１．０－団地立地補正（最大０．１）－
住戸設備補正（最大０．２）

※市町村合併により，市町村立地係
数が上昇する場合は，上記により算
出した利便性係数に，上昇率の逆数
を乗じて調整

都市名 立地評価
計算方法

【　内　訳　】利　便　性　係　数

最高値・最低値
備考

設備評価 その他の設定内容
（応募倍率に応じたもの，世帯構成と住戸規模

のミスマッチに応じたもの，等）

設備要因に係る係数 -

固定資産評価額の基準との差によ
り，
15%刻みで分布させる。
　+85%超 　     →  1.30
　+70%～+85%  →  1.25
  …
　+25%～+40%  →  1.05
　+10%～-10%  →　1.00
  -10%～-25%　→　0.95
　…
　-85%超    　　→  0.70

土地の利便性の評価が反
映されている固定資産評
価額に基づき，分布法に
より算出する。

固定資産評価平均宅地
額を基準（1.0）とし，各住
宅の評価額を+0.30～-
0.30の範囲において0.05
刻みで分布させる

空床率の高い特定の住宅につい
て，左記の設定方法に関わらず，
特例として0.7で設定する。

標準的な設備が設置され
ているか

B市
利便性係数＝
１－（地域要因等に係る係数＋設備
要因に係る係数）

H25 0.9909 0.7300 予定

地域要因等に係る係数＝
　　　　　　　　０．１７×Ｘ－Ｙ／Ｘ－Ｚ

Ｘは、住宅ごとに地域要因要素
（Ａ）、階別格差要素（Ｂ）及び構造タ
イプ格差要素（Ｃ）をそれぞれ乗じた
値の最高値。
Ｙは、当該住宅に係るＡ、Ｂ及びＣの
値をそれぞれ乗じた値。
Ｚは、住宅ごとにＡ、Ｂ及びＣの値を
それぞれ乗じた値の最低値。
※階別格差要素及び構造タイプ格
差要素の指数は別に規定あり。

市営住宅のうちの最高評
価額と当該市営住宅の評
価額との差を、最高評価
額と最低評価額の差で除
した数値に、0.05を乗じて
算出します。

立地面係数＝１－（最高－X）／（最
高－最低）×０．０５

※最高は、市内公営住宅敷地の１㎡
当たりの固定資産評価額の最高額
※最低は、市内公営住宅敷地の１㎡
当たりの固定資産評価額の最低額
※Xは、当該公営住宅敷地の１㎡当
たりの固定資産評価額
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年度 最高 最低 考え方 算出式 考え方 設定項目 設定方法（係数の設定根拠等） 設定係数

都市名 立地評価
計算方法

【　内　訳　】利　便　性　係　数

最高値・最低値
備考

設備評価 その他の設定内容
（応募倍率に応じたもの，世帯構成と住戸規模

のミスマッチに応じたもの，等）

浴室無・浴槽無 - 0

浴室有・浴槽無 - 0.075

浴室有・浴槽有 - 0.15

浴室設備の状況 浴室あり － 0.10

浴室あり、浴槽あり － 0.15

浴室あり、浴槽及び風呂釜設 － 0.18

浴室あり － 0.15

風呂設備 あり - 0.00

なし（旧ａ市） - 0.04

なし（旧ｂ町） - 0.04

なし（旧ｃ町） - 0.10

なし（旧ｄ町） - 0.04

なし（旧ｆ町） － 0.04

水洗・旧ｇ市 － 0.00

汲取り（旧ｈ町） － 0.03

汲取り（旧ｉ町） － 0.05

汲取り（旧ｊ町） － 0.03

汲取り（旧ｋ町） － 0.03

【設備係数】
浴室設備の状況

浴槽・風呂釜を市が設置 － 0.03

浴槽・給湯器を市が設置 － 0.06

共同風呂 － -0.05

全て入居者が設置 － 0.00

鉄道の駅からの直線距離鉄道の駅からの直線距離
400メートル未満＝0.15
400メートル以上1キロメートル未満＝
0.05

【土地係数】＝
０．１×（Ｌｎ／Ｌｈ）＋０．８

Ｌｎ：当該住戸の属する団地敷地１㎡
当たりの固定資産税評価額
Ｌｈ：市内住宅地における地価公示
価格の最高地点の１㎡当たりの固定
資産税評価額

Ｉ市

Ｆ市
利便性係数＝
0．7+(立地状況係数+設備状況係数)

H24 1.3 0.8

利便性係数＝
【土地係数】－【距離係数】＋【設備
係数】

-

【距離係数】
市ＪＲ主要駅までの距離

３～４㎞未満＝０．０１
４～５㎞未満＝０．０３
５㎞以上＝０．０５

H25
（予定）

0.9371 0.5333

合併従前のそれ
ぞれの市町の算
出利便性係数を
考慮した。

H25
（予
定）

1 0.65

・旧ａ市　0
・旧ｂ町　 　0.10
・旧ｃ町　0.15
・旧ｄ町　0.15
・旧ｆ町     0.20

Ｇ市
0.7＋立地係数（0.05～0.15）＋設備
係数（0.15～0.18）

Ｈ23 1.03 0.7

市内住宅地における地価
公示価格の最高地点の固
定資産税評価額に対する
当該住戸の属する団地敷
地の固定資産税評価額の
比率

※３年ごとに見直し

●地理的条件による減額
率
市町村ごとの立地条件で
国土交通大臣が定めてい
た市町村立地係数を参考
に設定（旧行政区域ごと
に減額率を設定）

Ｈ市

利便性係数＝
１．０－地理的条件の率－立地条件
の率－設備条件の率
（ただし、利便性係数は０．６５以上）

固定資産税評価額相当
額をもとに、市内の立地条
件による利便性を調整

Log10（当該団地の固定資産税評価
額）／ Log10（市内団地の最高（又
は平均）固定資産税評価額）

対象となる市営住宅の地
価公示価格と、他の市営
住宅の地価公示価格相当
額の最高地点と最低地点
を比較している。

※毎年見直し

浴室設備の状況

※浴室あり、浴槽及び風
呂釜設置については、住
戸改善事業で設置した場
合など、例外もあり

-

団地立地補正=
(当該市営住宅団地地価公示価格
相当額-市営住宅団地最低地価公
示価格相当額)／(市営住宅団地最
高地価公示価格相当額-市営住宅
団地最低地価公示相当額)

地価公示価格相当額=
固定資産税評価額相当額/0.7

浴室設備の状況 －

●立地条件による減額率
各団地から直近駅までの
直線距離に応じて減額率

を設定

0     ～1,600ｍ　0
1,601～2,000ｍ　0.01
2,001～2,400ｍ　0.02
2,401～2,800ｍ　0.03
2,801～3,200ｍ　0.04
3,201～3,600ｍ　0.05
3,601～4,000ｍ　0.06
4,001～4,500ｍ　0.07
4,501～5,000ｍ　0.08
5,001～5,500ｍ　0.09
5,501～6,000ｍ　0.1
6,001～6,500ｍ　0.11
6,501～7,000ｍ　0.12
7,001～7,500ｍ　0.13
7,501～8,000ｍ　0.14
8,000ｍ～　　　　 0.15

トイレ

Ｅ市

利便性係数＝
０．７+団地立地補正（最大1）×0.15+
設備補正（最大0.15） H24 1.0000 0.7000



年度 最高 最低 考え方 算出式 考え方 設定項目 設定方法（係数の設定根拠等） 設定係数

都市名 立地評価
計算方法

【　内　訳　】利　便　性　係　数

最高値・最低値
備考

設備評価 その他の設定内容
（応募倍率に応じたもの，世帯構成と住戸規模

のミスマッチに応じたもの，等）

浴槽・給湯設備共に市で設置 － 1.00

浴槽のみ市で設置 － 0.99

設備は入居者で設置 － 0.98

設備可能（物置・専用庭） － 0.97

設備不可能 － 0.96

平成２０年以前の団地 － 1.05

平成２１年以降の団地 － 1.10

Ｋ市 別紙のとおり H25
（予定）

0.997 0.82 別紙のとおり 別紙のとおり 別紙のとおり

浴室無し － 0.75

中層住宅の４・５階における
エレベーター無し

－ 0.90

浴室設備の状況 浴室が設置されていない場合 -0.06

水洗化されていない場合 -0.03

中層住宅（４階又は５階）の住戸で
エレベータが設置されていない場
合

-0.02

浴槽及び給湯設備が設置されて
いる場合

+0.04

専用敷地がある場合（木造住宅等） +0.05

浴室あり － 0.05

浴室なし － 0.08

1・2階 － 0.00

3階 － 0.02

4階 － 0.03

5階 － 0.04

6階以上 － 0.05

－ 0.02

1 0.7

立地利便係数は、平成９年１月
１日現在における市営住宅の近
傍類似の土地及び市内の住宅
地の最高公示地価を示す基準
地の固定資産税評価額相当額
（１平方メートル当たりの価格。
以下同じ。）を参考に次に掲げ
る算式により算出した数値とす
る。 ただし、市営住宅の近傍類
似の土地の固定資産税評価額
相当額が市内の住宅地の最高
公示地価を示す基準地の固定
資産税評価額相当額を上回る
場合は、立地利便係数を０とす
る。

〔設備による補正〕
風呂設備のない住戸

－
エレベーターのない
3階建て以上の住宅

Ｎ市

利便性係数＝
〔エリア係数〕－〔設備による補正〕

0.5～1.3の範囲内で設定

H25
（予定）

1.3 0.5

計算結果が1.3を
上回るときは
1.3、0.5を下回る
ときは0.5とする

利便性係数＝
１．０－立地利便係数＋建物利便係
数

※算出した数値が１を超える場合は
１を、０．７を下回る場合は０．７を当
該住戸の利便性係数とする。

H25
（予定）

－

バルコニーが5㎡未満の住戸（専用庭付きの住戸を除
く）

Ｌ市

○浴室のない住宅　             ０．７５
○エレベーターがなく、４．５階に位
置する住宅　　　　　　　　　　　　０．９
○地価格差が認められる住宅　０．９

の３項目を設定して、各項目が重複
する場合は各項目の値を連乗し、０．
７を下回らない範囲で係数を定めて
いる

H25
（予定）

住宅の存する地域の状況
については市内全域が市
街地を形成しているととも
に、交通や下水道などの
基本的な都市整備基盤が
整っており利便性は極め
て高い水準にあるため市
営住宅の存する地域につ
いて全域を１．０とすること
を基本とする。しかしなが
ら全市営住宅の㎡当たり
平均敷地価格よりも一定
下回る㎡当たり敷地価格
の住宅の地域は利便性係
数を減額する。

右の算出式で０．８５を下
回る地域の住宅を対象に
して、利便性係数を０．１
減（０．９）とする

〔エリア係数〕
団地の立地場所が相違す
ることによる利便性の差異
について、条例施行規則
で、市内を土地利用の形
態や利便性を勘案して分
割したエリアごとに係数を
定めている。
係数は、市内の民間賃貸
住宅間の家賃格差の実態
を参考として、市街地にお
ける主要な鉄道の沿線を
含むエリアが概ね1.0、郊
外地におけるエリアが概
ね0.8となるよう設定する。

エリア係数＝
0.8＋｛0.2×（X－B）／（A－B）｝

A: 市街地における主要な鉄道の沿
線を含むエリアの標準想定住宅賃料
単価の中間値
B: 郊外地にあるエリアの標準想定住
宅賃料単価の中間値
X: 当該住宅を含むエリアの標準想
定住宅賃料単価

〔想定賃料単価〕
不動産鑑定結果に基づく各エリアの
想定賃料の、1㎡あたりの単価

（１－Ｌｏｇ10市営住宅の近傍類似の
土地の固定資産税評価額相当額÷
Ｌｏｇ10市内の住宅地の最高公示地
価を示す基準地の固定資産税評価
額相当額）× ２

Ｍ市

別紙のとおり別紙のとおり

－

住宅の設備面については
現在の設備水準が基本的
に浴室設置及び中層住宅
においても逐次エレベー
ターを設置していることか
ら、不動産鑑定士の意見
を聞き、浴室無し及び中
層住宅の４・５階における
エレベーター無しの住宅
の利便性係数を減額す
る。

Ｖｎ＝１／（１０－７．５×Ｋｎ／Ｋａ）+
０．６

・Ｖｎ　当該市営住宅の存する地域
価格格差
・Ｋｎ　当該市営住宅の敷地の㎡当
たり固定資産税評価相当額
・Ｋａ　全市営住宅の敷地の㎡当たり
平均固定資産税評価相当額

0.7未満は市町
村合併によるも

ののみ

1.00 0.70

土地係数＝　log10 LN ／ log10 LH

ＬＮ：当該住宅地の固定資産税評価
額（仮評価等）
ＬＨ：松城団地（基準とする団地）の
仮評価額

風呂設備の状況

－

エレベーター設置状況

Ｊ市

利便性係数＝土地係数×設備係数

※市町村合併における家賃の統一
を図るため、団地ごとに補正係数を
設定し、利便性係数に反映。

H25
（予定）

1.1217 0.4933

市内における住宅の立地
条件を勘案し、特定優良
賃貸住宅の立地係数算定
方式に準じ、設定。



年度 最高 最低 考え方 算出式 考え方 設定項目 設定方法（係数の設定根拠等） 設定係数

都市名 立地評価
計算方法

【　内　訳　】利　便　性　係　数

最高値・最低値
備考

設備評価 その他の設定内容
（応募倍率に応じたもの，世帯構成と住戸規模

のミスマッチに応じたもの，等）

浴室の設置状況 浴室なし - -0.10

浴槽の有無 浴槽なし 設置費及び耐用年数勘案 -0.05

非水洗便所の場合 非水洗便所の場合 - -0.05

浄化槽設置の場合 浄化槽設置 2,000円相当額 0.08

エレベータ設置の場合 エレベーターあり - 0.02

給湯設備設置の場合 給湯設備有 - 0.03

専用庭（南庭）のある場合 専用庭有 1,500円相当額 0.05

専用駐車場のある場合 専用駐車場有 1,500円相当額 0.05

①浴槽、風呂釜があり、３点
給湯又は２点給湯がある場
合

－ 0.00

②浴槽、風呂釜がある場合　 － 0.035

①、②ともにない場合　　　　　　 － 0.05

バルコニーあり － 0.05

浴室あり － 0.05

浴槽及び風呂釜あり － 0.05

浴室あり・給湯設備あり － 0.05

〃　　　　・給湯設備なし － 0.025

浴室設備の状況 浴室なし・給湯設備あり － 0.025

〃　　　　・給湯設備なし － 0.00

市が設置した３設備の有
無

-

-

1 0.8

立地係数・・・Log10Ｎ／Log10Ｈ
　
Ｎ…市営住宅所在地の固定資産税
評価相当額
Ｈ…市内の普通住宅地の最上位の
固定資産税評価額　注＊

（１）市街化区域と（２）固定
資産税評価額による２つ
の評価基準による評価

（１）市街化区域＋０．０５、市街化調
整区域±０
（２）固定資産税評価額に応じ５段階
評価（０～０．１）

0.6468 -

　注＊）本市財政部税が
作成している「固定資産概
要調書」のデータを基に
「宅地に関する調」の普通
住宅地区の単位当たりの
最高価格の個人、法人の
うち高い方を設定

＊毎年更新

市内住宅地における地価
公示価格の最高地点の固
定資産税評価額に対する
当該住戸の属する団地敷
地の固定資産税評価額の
比率

1－(0.2×（1-Ｌog10固定資産税評価
額/Log10最高固定資産税評価額）
+0.05×（風呂設備+給湯設備）） -

Ｑ市

Ｓ市

利便性係数＝
1－(0.2×（1-Ｌog10固定資産税評価
額/Log10最高固定資産税評価額）
+0.05×（風呂設備+給湯設備））

※上記算定式において、浴槽または
給湯設備が存在する場合は、算定
式内の風呂設備ないし給湯設備の
部分を1と判定し、ない場合は0と判
定する。

H25
（予定）

0.9726 0.8188
0.5から1.3の間
で事業主体が設
定

Ｏ市
利便性係数＝
立地評価による係数±設備等の条
件による係数

H24
（実
績）

0.94
0.70

０．７未満は０．７
へ切り上げ（従来
どおり）

利便性係数＝
0.70＋固定資産税評価額相当額の
要素＋市街化状況の要素＋設備水
準要因

利便性係数＝
0.70＋固定資産税評価額相当額の
要素＋市街化状況の要素＋設備水
準要因

1.0022

H25
（予定）

1.0000Ｒ市

Ｐ市
利便性係数・・・立地係数 － 設備係
数　（ただし、０．５≦利便性係数≦
１．３）

H25
（予定）

-

公営のみ

K＝（N-L）/（H-L）×0.2000

K：固定資産税評価額相当の要素
N：log(Ln)→当該市営住宅の固定資
産税評価額相当額（Ln）の対数補正
値
H：log(Lh)→住居系地域に存する市
営住宅のうちで固定資産税評価額
相当額の最上値（Ln）の対数補正値
L：log(Ll)→住居系地域に存する市
営住宅のうちで固定資産税評価額
相当額の最下値（Ll）の対数補正値

市街化区域　……0.05
その他の区域……0.00

左のとおり

-

市内住宅地の地価公示価
格を０円(0.70）から５，０００
円刻みで利便性係数を
0.01ずつ加算
※3年ごとに見直し

0.7000

①固定資産税評価額相
当額の要素
各住宅の固定資産税相当
額を対数補正し，0.00～
0.20の範囲で按分して算
出する。
※３年ごとに見直し

②市街化状況の要素

③ 設備水準要因につい
て

浴室設備の状況
　※　３点給湯又は２点給
湯が設置されているのが、
「通常」であり、そうでない
場合は利便性が低下する
ため利便性係数を下げる
という考え方

利便性係数＝
０．７＋団地立地補正（最大０．１５）
＋住戸設備補正（最大０．１５）

H24

0.05

-

浴室設備（風呂釜）なし - 0.00

浴室設備（風呂釜）あり



（別紙） 

  利便性係数の設定方法について 

 

（１）利便性係数の設定式 

 

利便性係数 

 

 ＝ 

 

土地の利便による補正係数

 

 ＋

 

 

住棟の配置による補正係数

 

 

                  ＋ 

 

 

住戸の位置による補正係数

 

 ＋ 

 

設備の有無による補正係数

 

 

         ＋ 

 

専用庭の有無による補正係数

 

 

（２）設定項目の内容 

 設 定 項 目           設 定 方 法                            

 土地の利便に 

 よる補正係数 

  

ｌｏｇ１０ 当該団地の固定資産税評価額相当額（円／㎡）                           

 ｌｏｇ１０  本市住宅地区の固定資産税評価額相当額の最高額（円／㎡）                           

 住棟の配置に 

 よる補正係数 

 ・西向きに配置された住棟の住戸         ▲ ０．０３ 

 ・その他の住戸                                    ０．００ 

 住戸の配置に 

 よる補正係数 

 ・エレベータ未設置の４階以上に位置する住戸   ▲ ０．０１ 

 ・その他の住戸                                    ０．００ 

 設備の有無に 

 よる補正係数  

 ・風呂釜未設置の住戸                          ▲ ０．０１ 

・給湯器設置の住戸               + ０．０１  

・その他の住戸                                    ０．００ 

専用庭の有無に 

よる補正係数        

    

土地部分の複成価格×利回り         専用庭面積 

                 × 

    近傍同種の住宅の家賃         戸当たり敷地面積 

 



公営住宅（78団地 546棟 18,999戸）

改良住宅（21団地 137棟  4,555戸）

 京都市市営住宅分布図
（平成25年1月1日現在）

東岩本

東天王町

市営住宅　合計（99団地，683棟，23,554戸）

 参考資料６ 


